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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 高齢者の福祉や生き甲斐づくり、子育て環境の充実、地域に対する関心・関与の低下、コミュニテ
ィの脆弱化など、地域に内在する課題が複雑、多様化する傾向にある。これに対して、地域社会にお
ける豊かな人間関係の構築は、地域力の根幹をなし、地域コミュニティの再生、地域生活の質的向上
に向けて喫緊の課題であると言える。 
本研究では、地域コミュニティの活性化や地域力の向上に対して重要な役割を担う「世代間交流」
に着眼する。その上で、近年増加傾向にある多世代の交流展開を設置目的とする「世代間交流施設」
における施設計画や世代間交流の実態と特質を明らかにすること、並びに交流促進のための空間・機
能・運営面での条件を提示することを研究の目的とする。 
 本論文は 6 章から構成されている。 
 第 1 章では、交流施設設置の背景、並びに本研究の目的と意義を述べている。 
 第 2 章では、全国から選定した世代間交流施設を対象として、施設設置の制度的な背景や立地特
性、運営主体等の施設概要や平面構成の特性を明らかにし、急激な少子高齢化に伴う当該施設の急増
や複合形態の多様性を示した。 
 第 3 章では、施設機能・利用主体の組み合わせ方を指標として交流施設を 7 つのタイプに分類し
たうえで、施設規模や建築形式（新築・改修）、各機能領域の位置関係や構成方法などの建築的な諸
特性とタイプ毎の差異について考察した。特に、不特定世代利用の施設タイプでは、新築型が多く領
域が一体化される反面、高齢者や子供を中心とした特定世代利用の施設タイプでは、従前の施設機能
に新たな機能が付加されるような改修型や建替えが多く、領域が分画される傾向が顕著であることを
明らかにした。 
 第 4 章では、施設タイプにおける機能・空間特性と交流事業や交流状況との関係を分析した。自
発的な世代間交流を促進するためには、高齢者や子供等の特定世代を利用主体とした施設機能の組み
合わせ、適正な頻度・事業内容による企画交流事業の実施、各機能空間の領域的な連接性や一体性な
どが重要であることを明らかにした。一方、特定世代利用施設では、交流に対して空間構成と運営方
法とが相反的に作用するという課題も指摘した。 
 第 5 章では、世代間交流に関する利用者の意識や実態、施設評価や利用状況、自発的交流の展開
場面等に関する定量的・定性的な分析により、施設機能の複合化や世代間交流の実践に対する高齢者
の志向性・主体性の高さ、企画交流への参加と自発的交流の相関性などを明らかにした。また、建築
計画の面では、各世代に対応した機能や空間領域を完結的、閉鎖的に計画することから脱却し分散
化・ネットワーク化を図ること、交流の場としての共用空間のオープン化と活動を共同できるような
設えの重要性を実証的に得た。 
 第 6 章では、本研究をまとめて、これまで得た知見と計画課題を整理し、有効な世代間交流施設
としての施設計画の考え方・方法として、基本コンセプト、施設空間の計画として居場所化、ネット
ワーク化、重層化、オープン化、機能・設えの在り方を示し、「世代間交流」施設を、「新たな活動の
発生」と「施設プログラムの変革」と積極的に捉え、世代ごとの、あるいは機能ごとのゾーン構成で
組み合わせる従来のビルディングタイプではなく、分散、ネットワーク化、重層化された施設づくり
としての新たなビルディングタイプとして捉えていく必要があることを提示した。また、規模計画、
立地計画の考えを示し、そして、運営の考え方を示した。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 地域コミュニティの活性化や地域力の向上のためには、地域社会における豊かな人間関係づくりが
必須の要件である。そのなかで「世代間交流」の重要性が指摘されているものの、交流の拠点として
の「世代間交流施設」は、多様な計画手法が用いられながらも、実際には交流が進展していない事例
も散見される。本研究は、世代間交流施設における施設計画や世代間交流の課題と特質を明らかにし
たうえで、交流促進のための空間・機能・運営面での計画条件を提起した有用性の高いものである。 
 本論文は 6 章から構成されている。第 1 章では、研究の背景、目的を述べている。 
 第 2 章では、世代間交流施設の機能・空間構成、及び施策との関連性や運営方法における多様化
の動向を明らかにし、自治体独自の裁量による設置計画の評価を行っている。 
 第 3 章では、機能構成と利用主体によって交流施設を 7 つに類型化し、施設規模や建築形式（新
築・改修）、領域構成等からみた類型毎の空間計画の特徴を解明している。 
 そのうえで、第 4 章では、交流事業や交流実態との関係性から各類型の評価を行っている。交流
施設には高齢者や子供等、利用主体・世代を特定化する傾向が顕著であること、それによって活発な
交流事業が企画されやすい反面、空間的には、世代毎の活動の場が完結・分離されるといった相反的
な関係があることを解明している。 
 第 5 章では、施設利用者の交流意識や実態と施設の利用状況との関係、自発的交流の展開場面に
関する詳細な定量・定性分析により、属性による交流への関わり方の違いや企画交流と自発的交流と
の相関性などを明らかにしている。また、機能や活動領域の分散化・ネットワーク化・重層化が有効
であること、共用空間のオープン化と世代間で活動を共有できるようなしつらえが求められることな
どを実証的に提示している。 
 以上の結果を 6 章でまとめ、活動領域のゾーニングによる構成を基本とする在来の地域施設のビ
ルディングタイプを超えて、世代間交流施設は地域施設の計画プログラムを変革する可能性を指摘し、
その具体的な計画の考え方と手法を提起している。 
 本研究は、世代間交流施設に関する有用な計画指針を提示するにとどまらず、新たな機能の創出と
いった複合施設の本質的なあり様を検討している点でも有意性のある結論を得ている。地域施設計画
における新たなパラダイムを提起し、地域施設に関する建築計画学の研究・設計の発展に寄与すると
ころが大きい。したがって、本論文の著者は、博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認め
る。 
 
 
 
 
 
 
